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最近の国内外の動き
トランプ米政権の新核戦略（ＮＰＲ）　　日本の姿勢が問われる
核兵器を使う姿勢を強く打ち出し、新たな核軍拡の計画を示しました。核兵器廃絶の世界的な流れに逆行する危険で無謀な企てです。相手を「抑止」できなかった場合には、核攻撃も辞さないと、核兵器で攻撃されなくても、核兵器を使用することを明記しました。安倍政権はＮＰＲの発表直後に、「抑止力」の強化として、これを「高く評価」（河野外務相談話）しました。唯一の戦争被爆国で、核兵器の非人道性を認めながら、アメリカの核攻撃態勢の強化を“歓迎”するなどということは、世界と国民を欺くものであり、断じて認められません。

憲法問題　　「憲法審査会」を動かさない

安倍首相は改憲に踏み込む発言を連発しています。安倍首相はじめ国務大臣や国会議員に課せられているのは、憲法を尊重・擁護する義務です。改憲議論をする義務ではありません。「憲法審査会」は動かすべきではありません。
「森友学園」疑惑　　昭恵夫人と佐川国税庁長官の喚問を
森友学園への国有地売却問題では、安倍首相は国会で「丁寧な説明」とは真逆の答弁を繰り返しています。安倍首相の妻の昭恵夫人から「頑張ってください」という激励の電話を受けたと同学園理事長だった籠池被告が話している音声データが暴露されました。財務省は、これまで公開した以外にも売却交渉に関する内部文書が存在することも明らかにし、新文書を公表しました。「記録は廃棄した」としてきた佐川前理財局長（現国税庁長官）の国会答弁が虚偽だったことが明確に裏付けられました。事実の解明には、両氏が国会で事実を述べるべきです。
「働き方改革」法案　　必要なのは「労働基準法」の抜本的改正を
「働き方改革」の中身は、会社側に都合のいい働き方をさせようとの考えに立つ「働かせ方改悪」です。一定の労働者が残業代ゼロで労働時間規制もなくなり「成果があがるまで同じ賃金で際限なく働かされてしまう」、繁忙期は月１００時間という「過労死水準」の残業を容認し、「過労死を合法化する」危険性があります。法案説明で安倍首相は、データの引用の仕方を間違い謝罪する始末です。働く人の命と生活、権利を守るための「労働基準法」の抜本的改正が必要です。
｢ヒバクシャ国際署名｣と｢９条改憲ＮＯ！３０００万署名｣にご協力を
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
３月予算議会は、２月２８日から始まります。
２２日（木）―２３日（金）　予算特別委員会全体会（総ての予算案の説明）

２月２８日（水）　午前１０時　　本会議開会（施政方針・議案上程、説明）
３月　１日（木）　午前１１時　　議会運営委員会（通告された質問の確認）
　６日（火）―　９日（金）　午前１０時  　 本会議（代表質問・議案質疑、
委員会付託、請願上程・補足説明、一般質問）
１２日（月）―１４日（水）午前１０時　常任委員会･予算特別委員会分科会総務安全(１２･１４日)、教育福祉(１２･１３日)、都市経済(１３･１４日)
　　２２日（木）　午前１０時　　予算特別委員会全体会
２８日（水）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
なお、予算特別委員会(全体会･分科会)には予備日も設定されています。

提出議案は、５８議案と報告１件
議案は、来年度(平成３０年度)一般会計予算をはじめ、特別会計(７)、企業会計(２)予算の１０議案、今年度全ての会計の補正予算１０議案、条例の制定７議案、条例の廃止３議案、条例の一部改正２６議案、その他２議案です。
【条例の制定　７】①まちづくり応援基金条例、②地域福祉計画策定委員会条例、③多世代共生型施設整備事業実施事業者選定委員会条例、④指定居宅介護支援等の事業の人数及び運営に関する基準を定める条例、⑤総合特別区域法第２３条第１項の規定に基づく準則を定める条例、⑥地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第９条第１項の規定に基づく準則を定める条例、⑦桑名駅周辺複合施設等整備事業者選定委員会条例。
【条例の廃止　３】①市民農園条例、②情報交流施設（又木茶屋）条例、③長島町教育施設基金設置条例。
【条例の一部改正　２６】①市民会館条例、②印鑑条例、③職員定数条例、④委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例、⑤職員給与条例、⑥職員退職手当支給条例、⑦国民健康保険税条例、⑧手数料条例、⑨後期高齢者医療に関する
条例、⑩学童保育所条例、⑪保健センター条例、⑫介護保険条例、⑬指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例、⑭指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例、⑮指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例、⑯地域包括支援センターの職員及び運営に関する基準を定める条例、⑰農業集落排水処理施設条例、⑱企業等誘致促進条例、⑲都市公園条例、⑳市営駐車場条例、㉑消防団員等公務災害補償条例、㉒消防手数料条例、㉓就学支援委員会条例、㉔スポーツ推進審議会条例、㉕体育施設条例、㉖地方独立行政法人桑名市総合医療センター評価委員会条例。
【その他　２】①指定金融機関の指定、②特定事務を取り扱わせる郵便局の指定。
報告は、文化・スポーツ振興公社からの経営状況の書類提出１件です。
平成３０年度一般会計予算案（市作成の記者会見資料より）

１、【予算規模】総額５１８.５憶円（前年比１０.４憶円の減額予算）

２、【予算の特徴】「財政健全化の推進」と「重点施策に対する投資の集中」

1 公共施設マネジメントの推進、桑名南医療センター解体ほか

2 新しい地域コミュニティの創造、地区市民センター・公民館の機能転換、「まちづくり協議会」の設置

3 新しい福祉のかたちの実現、多世代共生型施設「福祉ヴィレッジ」（高齢者、障害者、子どもを一緒に）の整備

4 桑名駅及び周辺の整備、桑名駅自由通路・駅西土地区画整理事業

３、【高額事業費】桑名駅自由通路整備事業費(４２.５憶円)、土地区画整理事業費(１５.１億円)、新病院整備事業費(１３.５億円)、私立保育園整備補助金（１.７億円）、南医療センター解体費(１.５億円)、ふるさと応援寄付推進事業費(１.３億円)、養老線運営支援事業費(１.３億円)、北勢線運営支援事業費(１.０億円)、待機児童対策事業費補助金(０.７億円)、認定こども園整備補助金(０.７億円)
４、【気になる事業費】地域コミュニティ推進事業費（２９００万円）、英語教育プラン推進事業費（２９００万円）、多世代共生型施設整備事業費（８０４万円）、市民満足度調査事業費（２１０万円）、竹資源循環創出推進事業費（６０万円）。
全員協議会　もっと充実したものに
今年の全員協議会は、１２月議会を年末に終わって、１月から今日まで５回開催されました。市議会の全員協議会は、「将来議決される問題や緊急又は重要な問題について、議員全員で協議するため会期の内外を問わず開催する公的な会議。」と書かれていますが、報告が多く、また議員の不勉強なのか協議のかたちになっていません。もっと充実したものに、｢議会改革｣が求められています。
第１回、１月１７日　報告２件
１、多度地区「小中一貫校」多機能複合化事業の今後のスケジュールについて　【私の意見】①アンケートで｢小中一貫教育｣の理解について、理解しているのと賛成とは違う。②２０２０年４月から全市で施設分離型｢小中一貫教育｣を実施するというが、住民への説明会は。   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２、公共施設マネジメント推進について
第２回、１月２３日　報告と協議の２件　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1、 桑名駅周辺地区整備構想について協議　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【私の意見】東側はビル建設で空間がなくなる、宿泊施設（ホテル）は必要なのか。西桑名駅･桑名駅の接続は。西側は仮換地指定の公園の廃止の大問題、商業施設・居住施設は必要なのか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２、桑名駅自由通路整備事業について報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業費の総額（９７.３憶円）は変わらず、国費が出ずに、市費で追加の２１.７億円（４５億円から６６.７憶円に）を賄う。　まさに詐欺です。鉄道業者の負担は変わらず（ＪＲ桑名駅０.６憶円、近鉄桑名駅２.９億円）                   

【私の意見】国費が５５％か３分の１になったというのは、まさに詐欺だ。
第３回、２月９日　３月議会の提出議案聴取（今年度補正予算を除く）　　　　　市長より、来年度（平成３０年度）の予算方針。人口減少の中、未来への投資をする。行財政改革、財政の健全化を進める。成長し続けるまちに。予算編成、交付税が減らされていく中、１０億円減の縮小予算に。繰越、財政基金からの持ち出しを控える。投資は１１のプロジェクトの推進。病院の開院と改修・解体、駅前に自由通路等で賑わいと交流、地域創造プロジェクトの推進、新しい福祉（福祉ビレッジ構想）等々の話でいつもと変わりない。財政課長より主な事業の説明（略）。詳細は２２日２３日の予算特別委員会の全体会で関連部署からあります。
第４回、２月１３日　３件の協議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１、 第５期桑名市障害福祉計画第１期桑名市障害児福祉計画（案）について
【私の意見・質問の主なもの】① 我が事丸ごとの｢地域共生社会｣実現に反対です。② 福祉施設の入居者の地域生活への移行(追出し)の目標は何のためか。③ 精神障害にも対応した｢地域包括ケアシステム｣の構築には反対です。自助・自己責任論と素人(無資格者)によるもの。④ 一般就労の受け皿は。　⑤ ６５歳問題は。
２、 桑名市地域包括ケア計画（案）について
【私の意見】① 「地域包括ケアシステム」病院から自宅へ、家族・地域の負担をどう考えるのか無資格の素人に、安上がりに、やらせようとしているのではないか。② セルフマネジメントは養生でなくて自己管理ではないか、在宅生活の限界点を高めるとは。③ 「地域ケア会議」は介護保険を受けさせない、ケアマネの申請を縛るものだ、出席者の少人数化を。④ 「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現に反対です。⑤ 「総合事業」の問題点、えぷろんサービス、シルバーサロンについて。⑥ 保険料の６１１１円が５５４２円になったという表現をやめてほしい。値上げだ。⑦ 保険料を負担能力に応じたというが、ほとんどが年金受給者で減り続ける年金から引き落としです。生活が苦しくなる一方です。負担能力に応じていません。⑧ パブコメについて、何人から５７件か、結果は項目別に作ってください、誠意ある回答を。
３、 多世代共生型施設（仮称：福祉ヴィレッジ）整備事業(案)の経過について
変更点の説明　①場所　伝馬公園へ　②民営化時期　平成３２年４月　③既存施設　譲渡から貸付に
【私の意見】移転とプロポーザルに問題あり。
第５回、２月１９日　３月議会、提出議案聴取２回目（今年度補正予算）
一般会計で４千万円、全体で２１億円の減額です。２６日に当局に確認します。[image: image1.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５














































































































